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主要指標の推移1
 主要指標の推移

（注） ₁． GDPの2018年度以前は内閣府「国民経済計算」、2019年度は内閣府「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（2020年1月20日閣議決定）による」
　　  ２． 建設投資額は、2015年度より建築補修（改装・改修）投資額を含む。建設投資額の2018年度、2019年度は見込み額（2020年10月　国土交通省発表、2020

年度見通し額については32ページ参照）
　　  ３．建設業許可業者数は各年度末時点のもの
　　  ４．建設業就業者数、技能労働者不足率および建設業倒産件数は暦年（１月～12月）値
　　  ５．技能労働者不足率は６職種計（不足率マイナスは過剰であることを示す）
　　  ６．建設業労働者賃金指数は、事業所規模５人以上、現金給与総額の指数
　　  ７．※を付した項目の伸び率はポイント差
　　  ８．建設業営業利益率は、資本金１千万円未満の小規模法人も含む建設業法人全体の利益率
　　  ９．「建設業営業利益率・うち大手建設会社」は、日建連法人会員のうち上場企業等29社の決算（単体）に基づく集計
　　 10．大手建設会社・建設工事受注総額の数値は2011年度は日建連法人会員48社、2012年度から95社の集計値

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

実  数 伸び率 実  数 伸び率 実  数 伸び率 実  数 伸び率

GDP（国内総生産） 4,940,425 ▲1.1 4,943,698 0.1 5,072,552 2.6 5,182,352 2.2

建設投資額
（実質・2011年度価格）

421,139
（421,139）

0.4
▲1.0

424,493
（427,664）

0.8
1.5

482,997
（474,314）

13.8
10.9

474,941
（450,960）

▲1.7
▲4.9

　民間建設投資 257,816 7.7 263,995 2.4 299,313 13.4 288,837 ▲3.5

　　住　宅 140,216 8.0 147,847 5.4 165,689 12.1 148,761 ▲10.2

　　非住宅 117,600 7.2 116,148 ▲1.2 133,624 15.0 140,076 4.8

　政府建設投資 163,323 ▲9.2 160,498 ▲1.7 183,684 14.4 186,104 1.3
建設投資額（建築補修（改装・改修）
を含まず） 421.139 0.4 424.493 0.8 482.997 13.8 474.941 ▲1.7
建設投資額（建築補修（改装・改修）
を含まず）／GDP（％）※ 8.5 0.1 8.6  0.1 9.5 0.9 9.2 ▲0.3

建設業許可業者数 483,639 ▲3.0 469,900 ▲2.8 470,639 0.2 472,921 0.5

建設業就業者数
（建設業／全産業、％）※

502万人
（8.0）

▲0.4
（0.0）

503万人
（8.0）

0.2
（0.0）

500万人
（7.9）

▲0.6
（▲0.1）

507万人
（8.0）

 1.4
（0.1）

技能労働者不足率（％）※ 1.3 2.3 1.6 0.3 2.2 0.6 2.3 0.1

建設工事費デフレーター
（2011年度＝100） 100.0 1.5 99.2 ▲0.8 101.8 2.6 105.3 3.4

建設用材料企業物価指数
（2015年＝100） 93.5 1.6 92.8 ▲0.8 97.7 5.3 100.1 2.5

建設業労働者賃金指数
(2015年＝100) 98.0 0.5 95.7 ▲2.0 97.1 1.5 98.3 1.3

建設業営業利益率（％）※ 1.4 0.0 2.0 0.6 2.4 0.4 3.2 0.8

うち大手建設会社（％）※ 1.4 ▲0.4 0.1 ▲1.3 1.4 1.3 2.4 1.0

建設業倒産件数 3,391 ▲3.7 3,002 ▲11.5 2,421 ▲19.4 1,965 ▲18.8

大手建設会社・建設工事受注総額 102,592 10.8 115,166 12.3 139,220 20.9 152,311 9.4

　国内受注 96,683 10.3 109,958 13.7 130,620 18.8 144,402 10.6

　　民　間 70,590 5.4 78,322 11.0 89,232 13.9 93,184 4.4

　　官公庁 25,876 26.1 31,415 21.4 41,235 31.3 50,894 23.4

　　その他 217 10.3 221 1.9 152 ▲31.2 324 113.0

　海外受注 5,909 20.5 5,207 ▲11.9 8,600 65.2 7,909 ▲8.0
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（単位：億円、％）

150,126 ▲1.4 152,095 1.3 154,259 1.4 166,546 7.4 151,410 ▲9.1

144,481  0.1 149,159 3.2 148,457 ▲0.5 159,913 7.1 143,189 ▲10.5

100,529  7.9 103,211 2.7 106,938 3.6 121,525 12.7 107,158 ▲11.8

43,619 ▲14.3 45,668 4.7 41,207 ▲9.8 38,050 ▲7.7 35,642 ▲6.3

333  2.7 280 ▲15.8 312 11.0 338 8.4 388 14.8

5,645 ▲28.6 2,935 ▲48.0 5,802 97.6 6,633 14.3 8,221 24.0

467,635 ▲1.1 465,454 ▲0.5 464,889 ▲0.1 468,311 0.7 472,473 0.9

502万人
（7.8）

▲1.0
（▲0.2）

495万人
（7.7）

▲1.4
（▲0.1）

498万人
（7.6）

 0.6
（ ▲0.1）

503万人
（7.5）

1.0
（ ▲0.1）

499万人
（7.4）

▲0.8
（ ▲0.1）

0.8 ▲1.5 0.8 0.0 1.2  0.4 1.6  0.4 1.6  0.0

105.5 0.2 105.8 0.3 108.0  2.1 111.5 3.2 113.9 2.2

99.4 ▲0.7 97.9 ▲1.5 101.4  3.5 104.9 3.5 105.4 0.5

100.2 2.0 101.6 1.4 102.7  1.1 106.8 4.0 109.7 2.7

3.9 0.7 4.6 0.7 4.2 ▲0.4 4.4 0.2

6.0  3.6 8.1 2.1 8.7  0.6 7.9 ▲0.8 7.4 ▲0.5

1,686 ▲14.2 1,605 ▲4.8 1,579 ▲1.6 1,431 ▲9.4 1,444 0.9

2015年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

実  数 伸び率 実  数 伸び率 実  数 伸び率 実  数 伸び率 実  数 伸び率

5,327,860 2.8 5,368.508 0.8 5,475,860 2.0 5,483,670 0.1 5,583,000 1.8

566,468
（536,742）

19.3
19.0

587,399
（555,215）

3.7
3.4

613,251
（567,302）

4.4
2.2

633,800
（567,984）

3.4
0.1

653,700
（573,243）

3.1
0.9

364,420 26.2 377,537 3.6 395,451 4.7 403,200 2.0 405,100 0.5

156,910 5.5 164,626 4.9 169.422 2.9 167,200 ▲1.3 163,400 ▲2.3

145,510 3.9 152,715 5.0 163,122 6.8 170,800 4.7 175,100 2.5

202,048 8.6 209,862 3.9 217,800 3.8 230,600 5.9 248,600 7.8

491.184 3.4 513.770 4.6 537,148 4.6 555.600 3.4 573,200 3.2

9.2 0.0 9.6 0.4 9.8 0.2 10.1 0.3 10.3 0.2

資料出所：内閣府「国民経済計算」「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」
　　　　　国土交通省「建設投資見通し」「建設業許可業者数調査」「建設労働需給調査」「建設工事費デフレーター」
　　　　　総務省「労働力調査」
　　　　　日本銀行「企業物価指数」
　　　　　厚生労働省「毎月勤労統計調査」
　　　　　財務省「法人企業統計調査」
　　　　　東京商工リサーチ「倒産月報」
　　　　　日建連「受注実績調査」「決算状況調査」
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日本経済と建設業2
 国内総支出と建設投資

 建設投資比率の推移

民間最終消費支出
308.5兆円（55.3％）

政府最終消費支出
110.4兆円（19.8％）

消費
（75.1％）

純輸出等
（0.4％）

固定資本形成
（24.5％）

固定資本
形成

機械等
（民間）
72.8兆円

民間企業設備
90.3兆円
（16.2％）

民間住宅
17.0兆円
（3.0％）

2019年度
国内総支出
558.3兆円
（100.0％）

公的固定
資本形成
29.7兆円
（5.3％）

民間非住宅
建設投資17.5兆円

民間住宅
建設投資16.3兆円

2019年度
建設投資
57.3兆円
（10.3％）

機械等（政府）
6.2兆円

政　　府
建設投資
23.5兆円

10

0

20

30

40

1980 90 16 17 18 192000 01 07 0802 05 060403 09 10
（年度）

（％）
民間非住宅建設投資／民間企業設備投資
建設投資／国内総支出

19.9
18.0

12.511.8 11.0 10.4 10.1 9.8

37.1

32.5

19.1
18.6 17.6 16.6 17.8 17.2

9.7

17.5

9.0 9.5 8.7

16.9
19.1 18.1

11 1312 14 15

8.4 8.5

16.1 16.7

8.6 9.5

16.2 17.2

9.2

17.3

9.2

17.6

9.6 9.8

18.7 18.9

10.1

19.4

10.3

19.4

（注） 1.（　）内は国内総支出中に占める割合を示す
　　  2.  建設投資中の「民間住宅」は国内総支出中の「民間住宅」と概念上は同一であるが、推計の機関が異なるため数値に若干の相違がある

資料出所：内閣府「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」、国土交通省「建設投資見通し」

資料出所：内閣府「国民経済計算」「令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」、国土交通省「建設投資見通し」

わが国の国内総支出（GDE）のうち、75%は消費支出であり、残りの大部分は固定資本形成（投資）である。固定資本形
成は機械部分と建設部分から成っており、この建設部分が建設投資に相当する。2019年度建設投資の国内総支出全体に占
める割合は10.3％である。

国内総支出に占める建設投資の割合は長期にわたり低下傾向にあったが、2010年を底に上昇に転じた。これは、東日本大
震災の復興需要や民間設備投資の増加で建設投資が増加したことによるものである。近年では、約10％程度で推移している。
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 産業別生産額

 産業別就業者数

製造業
113.5兆円
（20.7％）

建設業
31.0兆円
（5.7％）

卸売・小売業
74.8兆円
（13.7％）不動産業

62.0兆円
（11.3％）

金融・保険業
22.8兆円
（4.2％）

運輸・郵便・情報通信業
55.3兆円
（10.1％）

サービス業
137.1兆円
（25.1％）

その他の産業
21.3兆円（3.9％）

公務
29.3兆円（5.3％）

2018年
国内総生産
547.1兆円
（100％）

製造業
1,064万人
（15.8％）

卸売・小売業
1,059万人
（15.7％）

サービス業
2,589万人
（38.5％）

うち、
医療・福祉
843万人
（12.5％）

その他の産業　401万人（6.0％）

公務　241万人（3.6％）

建設業　499万人（7.4％）

不動産・物品賃貸業　129万人（1.9％）
金融・保険業　166万人（2.5％）

運輸・郵便・情報通信業　576万人（8.6％）うち、宿泊・飲食サービス業　420万人（6.2％）

2019年
就業者数
6,724万人
（100％）

資料出所：内閣府「国民経済計算」

資料出所：総務省「労働力調査」

国民経済計算ベースでは、建設業の産出額（2018年68.2兆円。維持補修も含む）のうち、半分強が建設資材等の中間投入
部分であり、建設業が新たに生み出した価値（生産額）は半分弱（31.0兆円。粗付加価値率45.6％）である。
また、建設業の生産額は国全体の生産額（国内総生産［GDP］）の5.7％を占める。

2019年における建設業就業者数は499万人、産業全体に占める割合は7.4％である。
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 建設投資の内訳

 建設投資の推移

建設市場の現状3
1. 建設投資の動向

0
19 201992

32.3

49.1

51.7

84.0

（年度）

10

20

30

40

50

60

70

80

90 建築
政府

（兆円）

民間

182001 02 03 04 0805 06 07

28.2
25.9 23.5 20.8 19.0 17.8

16.9
18.0

16.7

33.1 30.9 30.2 32.0 32.6 33.5 30.8
25.0

31.5

1110

61.3
56.8

53.7 52.8 51.3
47.7

43.0

18.0

23.9

41.9

16.3

25.8

42.1

16.0

26.4

42.4
18.4

29.9

48.3

18.6

28.9

47.5
20.2

36.4

56.6

21.0

37.7

58.7

21.8 23.1

39.5 40.3 40.5

61.3 63.4

24.9

65.4

37.6

25.6

63.2

12 1413 16 1715

51.6
48.2

09

38.2

政府住宅（1.0）

民間
（62.0）

建築
（62.4）

民間住宅
（25.0）

政府非住宅建築
（6.2）

政府建築補修
（改装・改修）
（2.1）

政府土木
（28.7）

民間非住宅建築
（17.9）

民間土木
（8.9）

民間建築補修（改装・改修）
（10.2）土木

（37.6）

政府
（38.0）

（2019年度）

（注） 1. 2018、2019年度は見込み額、2020年度は見通し額
　　 2.  政府建設投資のうち、東日本大震災の復旧・復興等に係る額は、2011年度1.5兆円、2012年度4.2兆円と見込まれている

これらを除いた建設投資総額は、2011年度40.4兆円（前年度比3.6％減）、2012年度40.7兆円（同0.6％増）
　　 3.  2015年度から建設投資額に建築補修（改装・改修）投資額を計上している

資料出所：国土交通省「建設投資見通し」

（注）（　）内は投資総額を100とした場合の構成比

資料出所：国土交通省「建設投資見通し」

建設投資は1992年度の84兆円をピークに減少傾向が続き、2010年度にはピーク時の50％程度にまで減少した。その後
は、東日本大震災の復興需要や民間投資の回復により増加傾向となっている。2020年度は2019年度の補正予算等に係る
政府建設投資が見込まれることから、総額として63兆1,600億円となる見通しである。

建設投資を発注者別にみると、民間部門が全体の
62.0％、政府部門が38.0％を占める。工事別では
建築が62.4％、土木が37.6％。民間投資の大半は
建築工事、政府投資の大半は土木工事である。
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 維持修繕工事の推移

 建設投資の地域別構成比

（年度）
0

10

20

30

40

50

60

70

80
（兆円）

14

16

18

20

22

24

26

28

30
（％）

維持修繕工事比率
維持修繕工事
新設工事

1999 2000 01 08 10 12 13 15 17161411090706040302 05 18

57.4 56.7 49.5 44.3
52.6

43.5 40.140.6

13.2 13.8

13.5
13.2

14.0

12.7
13.2

12.8

70.6 70.5

63.0
57.5

66.6

56.2
53.3

39.2

13.0

52.2

38.6

13.2

51.8

34.6

12.4

47.0

32.7

13.8

32.8

14.3

46.5 47.1

39.637.4

15.3
14.9

54.9

40.6

15.8

56.4

40.0

15.5

55.5

40.8

16.4

57.2
52.3

33.0

12.5

45.5

53.4

30.3

18.7

43.0

16.8

59.8

28.1

2001～2005年度

2006～2010年度

2011～2015年度

2016年度

2017年度

2018年度

2019年度

2020年度

33.0

35.0

12.9

13.3

13.7

13.8

関東 中部 近畿 東北 その他地方圏 （％）

32.1

30.3

8.3

7.6

36.8 11.5

11.3 12.1 10.6 30.0

12.0 10.4 29.3

35.7 11.7 12.5 11.6 28.5

36.8

36.0

11.2 12.4 10.4 29.336.7

11.2 12.4 10.4 29.2

34.7 11.9 12.7 11.4 29.3

（注） 1. 金額は元請完成工事高。建設投資（前頁）との水準の相違は両者のカバーする範囲の相違等による
　　 2. 維持修繕工事比率＝維持修繕工事完工高／完工高計（いずれも元請分）

資料出所：国土交通省「建設工事施工統計」

資料出所：国土交通省「建設投資見通し」

ストックの増加を背景に維持修繕工事は増加傾向にあり、2018年度には16.8兆円と過去最高の水準となった。

建設投資を地域別構成比でみると、
2010年度までは、公共投資抑制の影
響を受けた地方圏の縮小に対し、大都
市圏では民間投資が相対的に堅調で
あったことから、特に関東地方の比率
が拡大した。
2011年度以降は東日本大震災被災
地の復旧・復興に向けた投資の集中に
より東北地方の比率が拡大するとと
もに、都心の再開発や東京オリンピッ
ク・パラリンピック関連施設建設によ
り関東地方の比率も拡大している。
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建設市場の現状3

 維持修繕工事の内訳

公共住宅（2.0）

民間
（71.9）

住宅
（17.9） 民間住宅

（15.9）

公共土木
（15.2）

公共
機械装置等
（3.1）

民間非住宅建築
（33.4）

民間土木
（10.3）

民間機械装置等
（12.3）

非住宅建築
（41.2）

（15.4）

土木
（25.5）

公共
（28.1）

公共
非住宅建築
（7.8）

機械装置等

（年度）

（%）
50

45

40

35

30

25

20

15

10

0
1999 2000 02 03 04 05 06 07 08 09 10 12 15 171614131101 18

16.0

20.5

21.3

25.1

17.6

23.9

30.5

29.8

50.4

25.8

18.5

29.8
27.5

32.6
33.7

30.5

民間計

公共計

民間住宅

公共住宅

民間非住宅

公共非住宅

民間土木

公共土木

（注）維持修繕工事比率＝維持修繕工事完工高／完工高計（いずれも元請分）
資料出所：国土交通省「建設工事施工統計」

（注）機械装置等工事：工場等における動力設備、配管、機械器具装置等の工事及び変電設備、
　　　　　　　　　　  屋内の電信電話設備等の工事（建築設備を除く）

維持修繕工事は、発注者別では民
間工事が全体の約７割を占め、工
事種類別では、非住宅建築工事が
約４割を占めている。

維持修繕工事比率を発注者別にみ
ると、民間・公共ともに、ストッ
クの老朽化を背景に、1990年代
後半以降上昇が続いていたが、
2013年度以降は新設工事の増加
により横ばいの状況が続いてい
る。

①2018年度の維持修繕工事（構成比）

②民間・公共別の維持修繕工事比率
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 建築着工床面積の推移

 新設住宅着工戸数の推移

2. 建築需要の動向

0

70
（35.9）

63
（35.2）
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（35.6）

65
（36.7）

71
（38.7）

72
（38.4）
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（38.9）
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（63.3）
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116
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194

179
171 177

183 188
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（40.6） 59

（39.3）
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（59.4）

157

92
（60.7）

151

47
（37.3）
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（62.7）
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（61.6）

92
（62.1）

52
（38.4）

56
（37.9）

127
135

148
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（36.6）

72
（63.4）

113

186
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（59.8）

80
（61.3）
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（59.9）
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（40.2）
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（38.7）

131 130

16 17
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（61.7）
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（38.3）

134 133

80
（61.1）

51
（38.9）

131

77
（61.6）

48
（38.4）

125

18 191513

44
（36.4）
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（63.6）

122

11 （年度）

50

100

150

200
（百万m2）

住宅
非住宅

2000 01

11
（0.9）

438
（36.1）

418
（34.5）

346
（28.5）

1,213

02

10
（0.9）

377
（32.1）

442
（37.7）

344
（29.3）

1,173

03

10
（0.8）

366
（31.9）

454
（39.7）

316
（27.6）

1,146

04

8
（0.7）

373
（31.8）

459
（39.1）

334
（28.4）

1,174

05

10
（0.8）

367
（30.8）

467
（39.2）

349
（29.2）

1,193

09

11
（1.1）

311
（29.9）

445
（42.8）

272
（26.2）

1,039

（年度）10

13
（1.7）

287
（37.0）

311
（40.2）

164
（21.1）

775

12

7
（0.9）

305
（36.2）

290
（34.5）

239
（28.4）

841

13

6
（0.7）

316
（35.4）

321
（35.9）

250
（28.0）

893

14

5
（0.5）

353
（35.8）

370
（37.5）

259
（26.2）

987

15

8
（0.9）

278
（31.6）

358
（40.7）

236
（26.8）

880

16 17

6
（0.6）

284
（30.9）

384
（41.7）

247
（26.8）

921

5
（0.5）

282
（29.8）

410
（43.4）

249
（26.3）

946

8
（0.8）

288
（30.2）

390
（41.0）

267
（28.0）

953

6
（0.7）

283
（32.1）

335
（37.8）

260
（29.4）

884

18 19

6
（0.6）

292
（30.0）

427
（43.8）

249
（25.6）

974

11

7
（0.8）

308
（37.7）

292
（35.6）

212
（25.9）

819

08

10
（1.0）

312
（30.1）

431
（41.6）

283
（27.3）

1,036

07

9
（0.7）

356
（27.7）

538
（41.9）

382
（29.7）

1,285

06

8
（0.7）

353
（28.2）

518
（41.5）

370
（29.6）

1,249

0

500

1,000

1,500
（千戸）

貸家
給与住宅（社宅等）
分譲住宅
持家

（注）（　）内は構成比
資料出所：国土交通省「建築着工統計」

（注）（　）内は構成比
資料出所：国土交通省「建築着工統計」

建築着工床面積は、2007年度に改正建築基準法施行の影響で大幅減となった後、景気の急激な悪化により2009年度に大幅
に水準を下げた。翌2010年度以降は増加に転じたものの、2014年度は前年度の消費税率引上げ前の駆け込み需要の反動によ
り5年ぶりの減少となった。その後は同水準で推移していたものの、2019年度は消費税率引上げの影響から再び減少となった。

住宅着工戸数は、2009年度に70万戸台にまで水準を下げた後、2010年度以降は４年連続で増加したが、2014年度は前
年度の消費税率引上げ前の駆け込み需要の反動により減少した。近年は90万戸台で推移していたが、2019年度は消費税率
引上げの影響から88万戸台に減少した。
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建設市場の現状3

 非住宅建築着工床面積の推移

 非住宅建築物の規模と単価

6.5

4.2

10.0

7.7

2.3

事務所店舗

倉庫 病院
学校工場

2000 01 10 11 1514

2.1

16 17 18 19131202 03 04 07 080605 （年度）

15

10

5

0

（百万m2）

09

300

400

500

600

700
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1,000

900

1,200

1,100

1,300

事務所

店舗
工場

非住宅建築物計

（m2）

2000 01 10 11 14 16 18 191715131202 03 04 07 080605 （年度）09

1050.7

660.1
607.0
563.5

50

100

150

200

250

300
（千円/m2）

（年度）

事務所店舗
工場非住宅建築物計

2000 01 10 11 14 16 17 18 1915131202 03 04 07 080605 09

204.1
170.3

233.2

326.9

資料出所：国土交通省「建築着工統計」

（注）非住宅建築物の使途別内訳は代表的な3施設のみを示す
資料出所：国土交通省「建築着工統計」

2019年度の非住宅建築着工床面積を使途別にみると、倉庫、事務所、病院は増加したが、工場、店舗、学校は減少した。

非住宅建築物の特徴を規模と単価の側面から見ると、規模（１棟当たり床面積）は2009年度の大幅縮小の後、2012年度
以降600m2台で推移している。建築単価は2010年度に6年ぶりに下落したが、2013年度以降７年連続で上昇し、2019
年度は過去最高となった。

（非住宅建築物1棟当たり床面積の推移）

（建築単価の推移）
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 発注機関別請負額の推移

 施設別構成比の推移

3. 公共工事の動向

1,930
1,791

2000 01 02 03 04 05 0908 11 12100706 （年度）
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500
（百億円）

（71.0） （69.4）

2,093

（69.7）

（30.3） （29.0） （30.6）

1,546

（71.0）

（29.0）

1,374

（72.4）

（27.6）

1,178 1,180

（67.4）（68.0）

（32.6）

1,128

（73.1）

（26.9）

1,122

（72.6）

（27.4）

13 14

1,238

1,457

（72.8）

（27.2）

（69.9）

（30.1）

16 18 191715

1,3971,452

（73.3）（74.2）

（26.7）

1,391

（72.6）

（27.4）

1,407

（72.3）

（27.7）

1,503

（72.0）

（28.0）

1,454

（73.1）

（26.9）（25.8）

1,238

（69.6）

（30.4）（32.0）

1,228

（70.2）

（29.8）

1,296

（71.8）

（28.2）

地方の機関
国の機関

2016年度 10.5 7.3 27.2 6.5 10.7 15.7 5.8 16.3

2018年度 11.2 7.1 27.0 7.3 12.0 14.5 3.7 17.2

2019年度 12.0 7.4 27.2 7.0 10.8 15.0 3.4 17.2

2017年度 10.0 6.9 27.6 6.6 11.7 15.0 3.4 18.8

11.6 10.7 25.9 7.4 15.6 12.4 5.5 10.91998年度

12.1 10.5 29.6 6.6 13.8 11.5 4.1 11.82005年度

産業基盤 生活基盤国土
保全
治山
治水 道路

下水道
公　園

教育
病院

住宅
宿舎

第一次
産　業
農林
水産 その他 その他

10.1 7.5 28.7 6.9 11.9 17.5 3.5 13.92010年度

9.7 6.5 26.7 6.7 10.7 16.2 5.9 17.62015年度

（注）（　）内の数字は発注機関別構成比
資料出所：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）「公共工事前払金保証統計」

（注）1. グラフ内の数字は年度計に対する構成比
　　  2.「産業基盤・その他」：港湾空港、鉄道軌道等　　「生活基盤・その他」：土地造成、上・工業用水道、庁舎、災害廃棄物処理等

資料出所：北海道建設業信用保証（株）、東日本建設業保証（株）、西日本建設業保証（株）「公共工事前払金保証統計」

公共工事請負額は1998年度以来公共事業予算の抑制により減少傾向にあったが、2008・09年度は景気刺激策としての予算
追加等により、また、2013年度は東日本大震災復興関連予算執行の本格化等により増加した。2014年度以降は同水準で推
移していたが、2019年度には1,503百億円と増加した。

公共工事を施設別構成比で
みると、「道路」をはじめと
する産業基盤インフラが約
30％、「下水道・公園」「教
育・病院」などの生活基盤イ
ンフラが約50%を占めてお
り、残りが国土保全（治山治
水）、第一次産業（農林水産
関連）となっている。
2000年代に入って生活基
盤インフラの比率が拡大傾
向に、また2015年度以降は
産業基盤インフラの比率が
拡大している。
生活基盤インフラの「その
他」には、東日本大震災に伴
うがれき処理や、福島第一原
子力発電所事故に伴う除染
などが含まれている。
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 許可業者数の推移

 規模別許可業者数の推移

1. 建設業者の構成

建設業の現状4

45

35 2000 03 04 05 06 1009080201 （年度）
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66.2 65.4

47.2
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57.1

55.9 56.3
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46.5
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（許可業者数：万業者） （建設投資額：兆円）
許可業者数
建設投資額

60

40

07 11 12 13 16 17 18 191514

0
2014 2017 2018 2019（年度/各年度末時点）

10

20

30

40

50

60
（万業者）

20041999 2009 2015 2016

600,980

513,196

464,889

78,482
（16.9）

109,515
（23.6）

78,981
（17.0）

164,207
（35.3）

468,311

77,201
（16.5）

109,832
（23.4）

81,533
（17.4）

164,205
（35.1）

472,473

75,823
（16.0）

110,397
（23.4）

84,220
（17.8）

164,291
（34.8）

465,454

81,898
（17.6）

110,269
（23.7）

75,862
（16.3）

166,253
（35.7）

467,635

85,321
（18.2）

111,101
（23.8）

73,326
（15.7）

168,822
（36.1）

472,921

89,917
（19.0）

112,729
（23.9）

71,077
（15.0）

171,838
（36.3）

158,227
（26.3）

131,351
（21.9）

64,192
（10.7）

229,931
（38.3）

107,920
（21.0）

124,178
（24.2）

192,633
（37.5）

66,657
（13.0）

562,661

132,247
（23.5）

130,575
（23.2）

64,564
（11.5）

217,061
（38.6）

個　人

200万円未満

200万～500万円

500万～1,000万円

1,000万～5,000万円

5,000万～1億円

1億～10億円

資本金10億円以上

11,992（2.5）

4,176（0.9）

1,268（0.3）

20,306（4.3）

（注）1. 許可業者数は各年度末時点
2. 2015年度から建設投資額に建築補修（改装・改修）投資額を計上している

資料出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」、「建設投資見通し」

（注）（　）内の数字は規模別構成比
資料出所：国土交通省「建設業許可業者数調査」

建設業者数は1999年度の60.1万業者をピークにその後減少。2019年度は47.2万業者（ピーク時1999年度の78.6％）となった。

建設業者の大半は中小・零細業者である。規模別では「個人」の減少が著しい。
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建設業ハンドブック 2020

 建設業許可の種類

 下請完成工事高の推移

特定・大臣
5,770

経審・大臣
6,486

特定・知事
40,681

経審・知事
129,747

国土交通大臣許可
10,259
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許可業者総数 472,473

※2つ以上の都道
　府県に営業所を
　設ける場合

※1つの都道府県
　のみに営業所を
　設ける場合

特定建設業
46,451

経営事項審査有効業者
136,233

※公共工事を請け負う
　場合に義務付け

※元請として
　4,000万円
以上（建築
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　6,000万円
以上）の 下
　請契約を締
　結して施工
　する場合
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31.0
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52.3

29.9

46.5

26.3

47.0

25.5

53.3

35.0

元請完成工事高
下請完成工事高

資料出所： 国土交通省「建設業許可業者数調査」「建設工事施工統計」（許可業者数は2019年度末現在）
経営事項審査受審企業数は日建連調査による

（注） 47.2万の許可業者のうち、建設工事の実績があった業者数は19.1万（2018年度建設工事施工統計）。公共工事を
実際に請け負った業者数については、統計上の把握は困難であるが、公共工事の約70％をカバーする前払対象工
事の元請となった実績のある業者の数が約5.7万（2019年度、保証事業会社調べ。測量業者、建設コンサルタン
ト業者等を含む）であることを考慮すると、経営事項審査有効業者数136,233をかなり下回るものと推測される

資料出所：国土交通省「建設工事施工統計」

わが国で建設業を営む場合は建
設業許可の取得が必要となる。
建設業許可には、業者が行う工
事の種類による分類（建築、土
木、左官、電気、造園等29業
種）や、複数の県に営業所を設
置するか否かによる分類（大臣
許可あるいは知事許可）がある。
また、発注者から請け負った工
事の一部について下請契約を締
結する業者（特定建設業）はそ
の他の業者（一般建設業）に比
べ厳しい要件をクリアしなけれ
ばならない。
公共工事を請け負う業者は、許
可とは別に、経営状況について
の審査（経営事項審査）を受け
ることが義務づけられている。

下請完成工事高は1997年度（57.1兆円）をピークに減少が続いていたが、2010年度を底に増加に転じ、2018年度は
31.3兆円となった。

（注） 下請工事： 元請工事以外の、他の建設業者（元請業者や下請業者）から下請として
請け負った建設工事。１次又は２次等の下請工事を含む
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 大手建設会社の工事受注額の推移

 大手建設会社の受注内容の変化

2. 企業経営

建設業の現状4

0
1990 07 09080603 04 0502012000 （年度）
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（兆円）
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9.3

3.3
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12.2

8.5
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13.3
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4.6

14.5

26.7

9.9

2.3

13.3

10.1

2.2

13.3

7.0

2.4

10.0
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6.7

2.1

9.3

14 15 1613

8.9

4.1

13.9

9.3

5.1

15.2

10.1

4.4

15.0

10.3

4.6

15.2

17

10.7

4.1

15.4

12

7.8

3.1

11.5

11

7.1

2.6

10.3

8.0

2.7

11.4

18

12.2

3.8 0.9

16.7

19

10.7

3.6

15.1

海外等
官公庁
民間

1995～99年度平均

民間
（60.0）

建築
（64.9）

民間建築
（50.8）

官公庁土木
（23.4）

官公庁建築
（11.3）

海外建築
（2.7）

海外土木
（2.4）

民間土木
（9.2）

土木
（35.1）

官公庁
（34.8）

その他（建築）
（0.1）

海外
（5.1）

民間
受注

官公庁
受注

1995～99年度平均 2015～19年度平均
製造業
15.7％

非製造業
84.3％

80.8％ 65.9％

34.1％
19.2％

1995～99年度平均 2015～19年度平均

国の
機関
45.9％

地方の
機関
54.1％

2015～19年度平均

建築
（70.6） 民間建築

（60.8）
官公庁
土木

（18.0）

官公庁
建築
（7.7）

海外建築
（2.0）

海外土木
（2.2）

民間土木（9.2）

土木
（29.4）

その他（建築）
（0.2）

海外
（4.1）

官公庁
（25.7）

民間
（70.0）

（注）対象企業：日建連法人会員（1990年度は59社、2000年度～2011年度は48社、2012年度からは97社、2018年度からは95社で集計）
資料出所：日建連「受注実績調査」

（注）対象企業：日建連法人会員のうち48社
資料出所：日建連「受注実績調査」

大手建設会社（日建連法人会員企業）の受注は、2004年度から４年間、13兆円台で推移した後、リーマンショックを契機
とした急激な景気悪化の影響で2008年度以降は大幅減となり、2010年度には9.3兆円とピーク時（1990年度 26.7兆
円）の約35％にまで減少した。東日本大震災の復旧・復興需要、民間建設投資の回復により増加に転じ、2014年度以降15
～16兆円台の受注額となっている。

近年の受注内容の変化で最大の特徴は官公庁工事の割合の低下であり、特に自治体など地方の機関からの受注割合の低下が
著しい。
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 大手建設会社の受注シェアの推移

 売上高営業利益率の推移

26.1

18.5
16.816.116.716.7
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（％）
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1990 99 2000 07 08 11 13 15 161412100901 02 05 060403
（年度）

官公庁

民間

国内受注計

17 18

8

7

6

5

4

3

2

1

0
1999 2000 01 02

（％）
建設業計
製造業

建設業・資本金10億円以上
建設業・資本金1億円以上～10億円未満
建設業・資本金1億円未満

2.9

1.4

2.2

0.7

3.2

4.6

3.4

4.4

5.2

6.7

03 090807 13 15 16 17 1814121110
（年度）

04 05 06

（注）1. 受注シェア＝日建連法人会員のうち48社の受注額／元請受注額（建設工事施工統計）
2. 2011年度以降の元請受注額は日建連推計

資料出所：国土交通省「建設工事施工統計」、日建連「受注実績調査」

資料出所：財務省「法人企業統計調査」

大手建設会社（日建連法人会員企業）の受注シェアは1990年代初頭には30％超であった。近年は、20％台前半で推移し
てきたが、2018年度には24.0と上昇した。

建設業の利益率は、バブル崩壊後の建設市場の長期停滞、競争激化等により2000年代初めまで低い水準で推移した。さら
に、リーマンショック後の急激な景気悪化の影響を受けたものの、近年は建設市場の回復を背景として上昇傾向にあり、2016
年度からは４％台を維持している。
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建設業の現状4

 大手建設会社の経営状況

 建設業の倒産の推移
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売上高総利益率
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（倒産：件）

（負債額：十億円）
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5,113

4,002 4,018
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3,391

2,421
3,523

4,467

3,855

3,783
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1,965

3,002
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1,559

1,104
1,277

812 914

482
807

194 178

1,579

154

1,431

175

1,444

146236
403528
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（注）日建連法人会員のうち、上場企業等29社の決算（単体）に基づく集計
資料出所：日建連

（注）負債総額1,000万円以上
資料出所：東京商工リサーチ「倒産月報」

建設業の倒産件数は、2009年以来10年連続で減少していたが2019年には11年ぶりに増加して前年を上回った。ただし、
負債額は過去最少となった。

大手建設会社（日建連法人会員企業）の売上げは2019年度には首都圏を中心とする大型工事の順調な進捗が寄与して12兆
円を超えた。利益および利益率は設備投資や堅調な公共投資により2015年度から高水準が続いている。
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3. 建設コスト
 建設資材価格（企業物価指数）の推移

 建設コスト変化率の推移

（四半期）
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
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建設用材料計
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6.3
5.3 5.3

-3.3
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8
（％）（前年度比変化率）

2000 01 03 0706050402 08 09 10 13 15 17 18 191614 （年度）11 12

3.1 3.4資材価格

労務費

建設コスト

2.7
2.2

0.5

（注）1. 2020年第Ⅱ四半期は4月～5月の平均値
　　  2. 建設用材料のうち、代表的な4品目のみ表示。「建設用材料計」には4品目以外の材料も含む
　　  3. 2020年第Ⅰ四半期までの数値は、建設用材料計の値である

資料出所：日本銀行「企業物価指数」（中間財建設用材料　2015年＝100）

（注）建設コスト：建設工事費デフレーター　　資材価格：企業物価指数（建設用材料）　　労務費：毎月勤労統計（建設業現金給与総額）

資料出所：国土交通省「建設工事費デフレーター」、日本銀行「企業物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

建設資材価格は、東日本大震災の復旧・復興工事の本格化に伴い、2013年以降上昇が続いた。2015年後半からは、中国
経済の成長鈍化に伴う鉄鋼価格下落の影響で下落がみられたが、2016年後半からは上昇傾向にある。

建設コストは、2004年度から続いた資材価格の急騰により2008年度まで上昇を記録したが、2009年度には景気の悪化
と建設市場の冷え込み等を背景に資材価格・労務費とともに大幅に下落した。近年は東日本大震災の復旧・復興工事により
上昇した後落ちつきを見せていたが、2017年度以降上昇基調にある。
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建設業の現状4

 建設業就業者数の推移

 建設業就業者の高齢化の進行

4. 建設労働
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62.9

05 06 09 10 12 13 1716 18 19151411

（建設業就業者数：万人） （建設投資額：兆円）

建設業就業者数
建設投資額（年度値）

建設技能者数

（注） 1. 2013年以降は、いわゆる「派遣社員」を含む 
2. 2015年度から建設投資額に建築補修（改装・改修）投資額を計上している

資料出所：総務省「労働力調査」、国土交通省「建設投資見通し」

資料出所：総務省「労働力調査」

建設業就業者数は建設投資の減少に伴い、1997年（685万人）をピークとして減少が続いていたが、2010年以降はほぼ
横ばいとなっている。2019年はピーク時比72.8%の499万人、その内、建設技能者は327万人（ピーク時（1997年464
万人）比70.5%）である。

建設業就業者は、55歳以上が約35％、29歳以下が約12％と他産業と比べ高齢化が著しい。建設業の生産体制を将来に渡
って維持していくためには、若年者の入職促進と定着による円滑な世代交代が不可欠である。
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 新規学卒者の入職状況

 労働賃金の推移
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建設業入職者数
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（折れ線：％）建設業就業者数／

全産業就業者数×100
建設業入職者数／
全産業入職者数×100
（新規学卒者のみ）

（注）新規学卒者数には中学卒を含まない
資料出所：総務省「労働力調査」、文部科学省「学校基本調査」

就業者高齢化の要因の一つとして、新規学卒者の建設業への入職者数減少があげられる。建設業への入職者は減少が続いて
きたが、2009年の2.9万人を底に増加に転じ、2014年から4万人程度で推移している。

（年）2000 01 02 03 04 05 07 0806 09 10 14 16 18 191715131211

6,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

（千円） 全産業男性労働者
製造業男性生産労働者
建設業男性生産労働者

4,624
4,201

4,787
4,907

5,6105,606

（注）1. 年間賃金総支給額＝決まって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額
　　　  決まって支給する現金給与額＝6月分として支給された現金給与額（所得税、社会保険料等を控除する前の額）で、基本給、職務手当、精皆手当、

通勤手当、家族手当、超過勤務手当を含む
　　 2. 生産労働者とは、主として物の生産が行われている現場等（建設現場等）における作業に従事する労働者である
　　 3. 調査対象は、10人以上の常用労働者を雇用する事業所

資料出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

建設業の生産労働者の賃金は、2000年以降、他産業との格差が拡大傾向にあったが、近年上昇に転じて格差は縮小している。

（年間賃金総支給額）
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建設業の現状4

 労働時間の推移

 年間出勤日数の推移

（年）1988 99 2000 01 02
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1,734

2,111

（注）1. 年間労働時間＝年平均月間値×12
　　 2. 調査対象は、30人以上の常用労働者を雇用する事業所

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

わが国の労働時間数は、1980年代後半以降、週休二日の普及により急速に減少し、建設業においても1988年～98年まで
の10年間に1割減少するなど大幅に改善した。しかし、建設業は依然として他産業よりも労働時間が長く、2019年は調査
産業計に比べて約300時間増の長時間労働となっている。
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233
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（注）1. 年間出勤日数＝年度平均月間値×12
　　 2. 調査対象は、5人以上の常用労働者を雇用する事業所

資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査」

建設業の年間出勤日数は、調査産業計に比べて30日、製造業に比べて16日多い。これは、建設現場において週休二日が定
着していないことが要因と考えられる。
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 大手建設会社の従業者数の推移

 就業者中に占める女性の比率

大手建設会社では1990年代半ばから従業者の減少が始まり、2012年には10万人を割り込んだ。その後は増加に転じ、
2019年を職種別でみると、技術職従業者が大きく増加している。女性従業者の比率は、全体で13％、技術職は5％台で推
移している。

全産業の就業者中に占める女性の比率は44％程度で、非製造業を中心に上昇傾向にある。一方、建設業においては現場の労働内容等
から女性の比率は10％台半ばと他産業に比べて低かったが、2018年から16％台と上昇し、技能者の比率も２%台となった。
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（注）2011年は、東日本大震災で被災した岩手、宮城、福島の3県を含まない

資料出所：総務省「労働力調査」
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資料出所：国土交通省「建設業活動実態調査」
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建設業の現状4

 技能労働者不足率の推移

 労働災害発生状況の推移
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（注）2011年の死亡者数には東日本大震災を直接の原因とする死亡者は含めていない

資料出所：厚生労働省「労働災害発生状況」

（注）1. 型わく工（土木・建築）、左官、とび工、鉄筋工（土木・建築）の６職種の技能労働者の不足率を示す
2. 不足率＝（確保したかったができなかった労働者数－確保したが過剰となった労働者数）÷（確保している労働者数 + 確保したかったができなかった労

働者数）×100
資料出所：国土交通省「建設労働需給調査」、「建設投資見通し」

建設技能労働者の不足率は2008年から2010年までマイナス（過剰）の状況が続いたが、2011年以降、建設投資の増加
を背景にプラス（不足）に転じた。2017年以降は都心の再開発や東京オリンピック・パラリンピック関連施設の建設が佳
境に入ることから上昇した。

建設生産は屋外作業、高所作業等を伴うため、労働災害が他産業に比べ多い。安全管理について建設業界は従来から最重要
課題の一つとして積極的に取り組んでおり、近年は新たに労働安全衛生マネジメントシステムに基づく予防的・継続的活動
を展開し、その成果をあげてきている。
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 労働生産性の推移

 研究費対売上高比率の推移

5. 生産性と技術開発
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（注） 労働生産性＝実質粗付加価値額（2011年価格）/（就業者数×年
間総労働時間数）
資料出所： 内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調

査」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」

資料出所：日建連「生産性向上推進要綱フォローアップ報告書」
（注）全産業は付加価値労働生産性

資料出所：総務省「科学技術研究調査」

1990年代後半から製造業の生産性がほぼ一貫して上
昇したのとは対照的に、建設業の生産性は大幅に低下し
た。これは主として、建設生産の特殊性（単品受注生産
等）と工事単価の下落等によるものと考えられる。近年
は2008年を底に僅かずつではあるが上昇している。

日建連では、一般的に用いられる付加価値労働生産性で現場レ
ベルの生産性を測定することは困難であることから、独自の指
標（完成工事高（円）/人工（人日））を用いて会員企業の生産
性を測定した。
2006年度を100とした指数でみると2011年度以降上昇が
続いており、2016年度からは大幅な上昇となっている。

建設業の研究費は他産業に比べ少ないが、大手企業の中には年間約100億円の研究費を投じる企業もある。また、大手企業
の多くは独自に研究所を有している。欧米の建設業の場合は、研究開発は主に大学や公共機関が実施しており、企業レベル
ではほとんど行われていない。この点、国際的にみて日本の大手企業の研究開発意欲の高さは際立っており、このことがわ
が国の建設技術を世界のトップレベルに押し上げる大きな原動力となっている。
近年の大手企業の研究開発では、地震対策や環境関連のほか、維持更新関連や生産性向上に係る技術など、新たなニーズへ
の対応が加速している。

付加価値労働生産性 労働生産性（日建連設定） （2006年度を100とした指数）
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 海外工事受注の推移

6. 建設業の国際化

建設業の現状4

 海外工事受注の内訳
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（注）現地法人の受注を含む   資料出所：海外建設協会「海外建設受注実績」 

海外工事受注は、2000年代半
ばに中東地域を中心として大幅
に増加したが、その後の世界的
な景気後退の影響により急減し
た。2010年度以降はアジアを、
2015年度以降は北米、欧州、大
洋州等を中心に増加に転じ、
2019年度には2兆円超と最高
額を更新した。
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資料出所：海外建設協会

日本の建設会社が海外工事を受注する場合、本邦法人（日本の本社）が受注するケースと現地法人（子会社）が受注するケー
スがある。土木工事の多くは本邦法人が受注し、現地法人の受注は建築工事が中心であるが、近年は現地法人の受注が増加
しており、本邦法人の受注を上回っている。
発注者別では、2010年度以降民間工事の回復が顕著で、2019年度には1.3兆円を超えた。また、2019年度の受注をプロ
ジェクト種類別構成比でみると、建築系が65%を占めている。

①本邦法人・現地法人別

②発注者（民間・公共）別 ③プロジェクト種類別

（注） 「公共」の「その他」には、日本政府（有償・無償）、国際金融機関等からの資金による
工事および日本政府発注工事を含む

（注） 「その他（建築系）」には、諸施設のリニューアル、流通施
設、ホテルを含む

「その他（土木系）」には、道路、上下水道を含む
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 建設施工段階におけるCO2排出量削減率の推移（1990年度比）

7. 環境への取組み
 「建設業の環境自主行動計画　第６版」の策定

地球規模の課題である温暖化対策、循環型社会の構築、生物多様性の保全は、建設業にとっても重要な課題であり、事業の
ライフサイクルを通じ、エネルギー多消費型産業からの脱却および持続可能な社会の実現に向けた活動が求められている。
日建連では2016年度～2020年度の５年間にわたる業界の環境行動指針として「建設業の環境自主行動計画 第６版」を策
定し、環境活動に取り組んでいる。

削減率（90年度比）
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資料出所：日建連　「2018年度CO2排出量調査報告書」

建設業では資材の調達から建造物の設計・施工、さらには運用・改修・解体にわたる各段階でCO2排出量の削減活動に取り
組んでいる。特に自ら管理可能な作業所での施工活動に関し、建設業界としてCO2排出量削減目標を設定しており、重機・
車両の省燃費運転の励行や省エネ機器の採用等、地道な活動を積み重ね着実に成果を上げている。

【CO₂削減目標】 施工段階で発生するCO2排出量を、1990年度を基準として、2020年度までに施工高当たりの原単位（t-
CO2／億円）で20％削減、2030年度までに25％削減

資料出所：日建連「建設業の環境自主行動計画　第６版」　http://www.nikkenren.com/kankyou/jisyu_06.html

法令順守　　主体間連携

環境経営の実践
環境設計　　情報公開

LCCO2の削減
調　達

▼
設　計

▼
施　工

▼
運　用

▼
維持管理

▼
解体・廃棄

建設副産物対策
発生抑制

▼

分　別
▼

適正処理
▼

再利用

山林　　　　　都市

生物多様性の保全
里海　　　　　水辺

① 環境経営の充実に向けた
活動の展開

②環境配慮設計の促進

① 施工段階における
CO2の排出抑制

② 設計段階における運用時
CO2の排出抑制

① 建設廃棄物の対策

②有害廃棄物等の対策

③建設発生土の対策

① 生物多様性の保全および
自然環境の創出による
持続可能な社会の実現

テ ー マ 項　目

環境経営

低炭素社会

自然共生社会
循環型社会

低炭素社会

循環型社会

自然共生社会

環境経営
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建設業の現状4

 建築部門における環境配慮設計の推進

①CASBEE評価結果に見る環境配慮設計の推進状況
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（注）1.  旧建築業協会会員会社における CASBEE の利用状況や評価結果をもとに、環境配慮設計の推進状況を件数の性能ランク別構成比で示す
　　  2. CASBEE：建築環境総合性能評価システム
　　  3. 四捨五入で計算して表記していることから合計値が合わない場合がある

（注）1.   CO2削減量は、下記により算出される省エネルギー量に換算係数（施設毎に異なる）を乗じて推計（運用段階での実測値ではなく、設計段階での推定値）
省エネルギー量＝（省エネ法で示される施設毎の標準消費エネルギー量）－（環境配慮設計による建物の消費エネルギー量）

　　  2. 算定の結果、省エネ率と CO2削減率はいずれも25％であり、CO2削減量は9.0万 t-CO2/ 年と推定される

資料出所： 日建連「日建連会員会社における環境配慮設計（建築）の推進状況－2019年 省エネルギー計画書およびCASBEE対応状
況調査報告書－」（2020.3）（①②ともに、日建連建築設計委員会（30社）が2018年度に提出した省エネ法対象物件に基
づく）

建物のライフサイクルで見ると、CO2排出量は施工段階よりも運用段階が圧倒的に多い。建設業は、計画設計段階でのライフ
サイクルを視野に入れたCO2排出量削減への取組みを重要な地球温暖化防止活動と位置付け、省エネルギー等環境性能の高い
建物を社会に提供すべく、環境配慮設計の推進を図っている。日建連調査によれば、総合的な環境性能の高い設計建物（CASBEE
評価Sランク、Aランク）の割合は2006年度から2018年度までの合計で50％を上回っており、2018年度の建物の運用時
のCO2削減率は25％となっている。

②建物運用時のCO2排出量とCO2削減量（2018年度）
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 建設廃棄物の排出量と最終処分量  建設リサイクルの目標値

 不法投棄・不適正処理の状況

（千万トン）
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資料出所：国土交通省

資料出所：環境省

建設廃棄物は、再資源化に向けた取組みの成果として、品目別に見
ても、アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊、建設発生
木材及び建設汚泥、建設混合廃棄物については「建設リサイクル推
進計画2014」の2018年度目標を達成している。建設発生土の有
効利用率は上昇はしたが、2018年度の目標に対しては未達成であ
った。
※建設リサイクル推進計画2020は現在国交省で検討中。

不法投棄の新規判明件数は、ピーク時の1998年代前半に比べて、大幅に減少して
おり、一定の成果が見られる。一方で、2018年度でいまだに年間303件、総量約
21万 tもの悪質な不法投棄および不適正処理が発覚し、後を絶たない状況にある。
また、その内訳では建設系廃棄物が不法投棄で約9割以上、不適正処理では約8割を
占めている。 資料出所：環境省「産業廃棄物の不法投棄等の状況」

※ 不法投棄…廃棄物処理法に違反して、同法に定めた処分場以外に廃棄物を投棄すること
※ 不適正処理…廃棄処理法で定められた廃棄物の処理基準（運搬、保管、選別、再生、破

砕、焼却、埋立てなど）に適合しない処理をすること

①件数・投棄量の推移（新規判明事案） ②不法投棄量の内訳

③不適正処理量の内訳

2018年度
不法投棄量
15.69万t
（100%）

建設系以外廃棄物
  計0.783万t（5.0%）

建設系廃棄物
  計14.9万t（95.0%）

建設混合
廃棄物
6.83万t
（43.5%）

がれき類
7.75万t
（49.4%）

木くず（建設系）0.31万t（2.0%）

※四捨五入で計算して表記していることから
合計値が合わない場合がある

その他（建設以外）
0.1万t（0.7%）

建設汚泥（その他）
0.02万t（0.1%）

動物のふん尿0.24万t（1.5%）
木くず（その他）0.25万t（1.6%）

ガラス・陶磁器くず
0.17万t（1.1%）

廃プラスチック類（建設系）
0.004万t（0.03%）

その他（建設系）
0.01万t（0.1%）

2018年度
不適正処理量
5.22万t
（100％）

建設系以外廃棄物
   計1.05万t（20.1%）

建設系廃棄物
   計4.18万t（79.9%）

建設混合廃棄物
0.98万t
（18.8％）

がれき類
1.74万t
（33.4％）

木くず
（建設系）
0.61万t
（11.7％）

汚泥（建設系）
0.77万t
（14.7％）

その他0.26万t（5.0％）

※四捨五入で計算して表記していることから
合計値が合わない場合がある

木くず（その他）0.08万t（1.5％）
金属くず0.09万t（1.7%）

廃プラスチック類（その他）
0.49万t（9.5%）

ガラス・陶磁器くず
0.12万t（2.4%）

その他
0.07万t（1.4%）

建設副産物（注）1の再資源化率（注）2や再資源化・縮減率（注）3の状況
及び「建設リサイクル推進計画2014」（注）4の目標達成状況

2008年度
（A）

2012年度
（B）

2018年度
（C）

2018年度（C）
－2012年度（B）

建設リサイクル
推進計画2014
2018年度
目標値

目標値
達成状況

アスファルト・コンク
リート塊の再資源化率

98.4
％

99.5
％

99.5
％ 0.0％ 99％以上 達成

コンクリート塊の
再資源化率

97.3
％

99.3
％

99.3
％ 0.0％ 99％以上 達成

建設発生木材の
再資源化・縮減率（注）5

89.4
％

94.4
％

96.2
％ 1.8％ 95％以上 達成

建設汚泥の
再資源化・縮減率

85.1
％

85.0
％

94.6
％ 9.6％ 90％以上 達成

建設混合廃棄物の
再資源化・縮減率

39.3
％

58.2
％

63.2
％ 5.0％ 60％以上 達成

建設混合廃棄物の
排出率 4.2％ 3.9％ 3.1％ ▲0.8％ 3.5％以下 達成

建設廃棄物の
再資源化・縮減率

93.7
％

96.0
％

97.2
％ 1.2％ 96％以上 達成

建設発生土
有効利用率（注）6

71.7
％

77.8
％

79.8
％ 2.0％ 80％以上 未達成

（注）1.  建設副産物：建設工事に伴って副次的に得られる物品であり、建設廃棄物
（コンクリート塊、建設発生木材など）及び建設発生土（建設工事の際に
搬出される土砂）の総称

2.  再資源化率：建設廃棄物として排出された量に対する再資源化された量と
工事間利用された量の合計の割合

3.  再資源化・縮減率：建設廃棄物として排出された量に対する再資源化及び
縮減された量と工事間利用された量の合計の割合

4.  「建設リサイクル推進計画2014」（国土交通省　2014年9月策定） 
参照 URL：http://www.mlit.go.jp/common/001053889.pdf

5.  建設発生木材については、伐木材、除根材等を含む数値である
6.  建設発生土有効利用率：建設発生土の建設工事における有効利用率の実績

値について、2012年度建設副産物実態調査公表時（2014年3月27日）に
は、2008年度53.6%、2012年度68.5% と算出し、これに内陸受入地の
約1/3は採石場跡地復旧や農地受入等が含まれているとみなして2018年
度の目標値を達成した 
2018年度建設副産物実態調査においては、2008、2012年度実績値とし
て、内陸受入地のうち、工事予定地、採石場・砂利採取跡地等復旧事業、
廃棄物最終処分場（覆土としての受入）、建設発生土受入地（農地受入）
を、有効利用として算出した

資料出所：国土交通省「平成30年度建設副産物実態調査結果（確定値）」
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 アジアの国際交通・物流インフラ競争力

社会資本の整備5

資料出所：Lloyds List and Containerisation International 
Top 100 Container Ports 2019

経済発展の続くアジア諸国では大規模、高規格インフラの整備が急
速に進み、国際交通・物流分野における地位が飛躍的に向上してい
る一方で、日本の相対的地位は低下が続いている。
特に港湾においてその傾向が顕著であることから、国は、国際基幹
航路の我が国への寄港の維持・拡大を目指して、国際コンテナ戦略
港湾（京浜港、阪神港）の競争力強化と集貨の促進、戦略港湾背後
への産業集積、大水深コンテナターミナルの機能強化に取り組んで
いる。

①主要国際空港世界ランキング（2019年速報値）
（国際旅客数）

（コンテナ取扱量）

（貨物取扱量）

②主要港湾世界ランキング

2018年
順位 港名 取扱量（万TEU）

1 上海（中国） 4,201
2 シンガポール 3,659
3 寧波舟山（中国） 2,635
4 深圳（中国） 2,574
5 広州（中国） 2,166
6 釜山（韓国） 2,049
7 香港（中国） 1,959
8 青島（中国） 1,931
9 天津（中国） 1,597
10 ドバイ 1,495

…
12 ポートクラン（マレーシア） 1,231

…
14 厦門（中国） 1,070
15 高雄（台湾） 1,044
16 大連（中国） 977

…
18 タンジュンペラパス（マレーシア） 896

…
21 レムチャバン（タイ） 807
22 タンジュンプリオク（インドネシア） 780

…
24 コロンボ（スリランカ） 700
25 ホーチミン（ベトナム） 658
26 営口（中国） 648

…
28 ジャワハルラール　ネルー（インド） 513

…
30 マニラ（フィリピン） 508

…
35 東　京 457

…
58 横　浜 303

…
63 神　戸 294

…
66 名古屋 287

…
75 大　阪 241

2009年
順位 港名 取扱量（万TEU）

1 シンガポール 2,587
2 上海（中国） 2,500
3 香港（中国） 2,098
4 深圳（中国） 1,825
5 釜山（韓国） 1,195
6 広州（中国） 1,119
7 ドバイ 1,112
8 寧波（中国） 1,050
9 青島（中国） 1,026
10 ロッテルダム 974

…
12 高雄（台湾） 968

…
14 天津（中国） 850

…
26 東京 374

…
36 横浜 280

…
39 名古屋 ※282

…
44 神　戸 ※256

…
50 大　阪 ※224

順位 都市名 旅客数（万人）
1 ドバイ 8,632 
2 ロンドン（ヒースロー） 7,604 
3 アムステルダム 7,167 
4 香　港 7,128 
5 仁　川 7,057 
6 パリ（シャルル・ド・ゴール） 6,982 
7 シンガポール 6,760 
8 フランクフルト 6,306 
9 バンコク 5,293 
10 台　北 4,836 

…
12 クアラルンプール 4,485

…
18 東京（成田） 3,530

（注）上位20位内から抜粋

順位 都市名 取扱量（万トン）
1 香　港 470
2 上　海 282
3 仁　川 266
4 ドバイ 251
5 ドーハ 217
6 台　北 215
7 東京（成田） 203
8 シンガポール 201
9 フランクフルト 196
10 アンカレッジ 194

…
15 バンコク 129

資料出所：ACI 統計等に基づき作成

1980年
順位 港名 取扱量（万TEU）

1 ニューヨーク／ニュージャージー 195
2 ロッテルダム 190
3 香　港 146
4 神　戸 146
5 高　雄 98
6 シンガポール 92
7 サンファン 85
8 ロングビーチ 83
9 ハンブルク 78
10 オークランド 78

…
12 横　浜 72

…
16 釜　山 63

…
18 東　京 63

…
39 大　阪 25

…
46 名古屋 21

（注）１．TEU：20フィートコンテナ換算の個数
２．11位以下は主としてアジアの港湾を表記

（注）１．TEU：20フィートコンテナ換算の個数
２．11位以下は主としてアジアの港湾を表記
３．※の取扱量は2008年の値
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 公共事業予算の推移

 地方単独事業の推移
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一般会計予算総額中に占める
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（注）1. 棒グラフ内の数字は当初予算額、棒グラフ上の数字は補正後予算額を示す（災害復旧等事業費は含まない）
　　 2.   2020年度当初予算額は通常分60,669億円に加えて、臨時・特別の措置（消費税率引上げに伴う住宅の需要変動の平準化対策、及び防災・減災、国土強

靭化のための３か年緊急対策）7,902億円を含む
　　 3.   公共事業関係の復興予算は、東日本大震災復興特別会計において公共事業等に2020年度当初5,085億円、東日本大震災復興交付金に2020年度当初113億

円が計上されている
　　 4.  2014年度当初予算には、社会資本整備事業特別会計の廃止に伴う影響額（約６千億円）が含まれている。2013年度当初予算（東日本大震災復興特別会

計への繰入れ分を除く）からの実質的な増減は、前年度比2.0％（約１千億円）増となる
　　 5.  2013年度当初予算は見かけ上15.8％（約７千億円）増であるが、これには　a. 東日本大震災復興特別会計への繰入れ分（356億円）、b. 国有林野事業特

別会計の一般会計化に伴う計上分（29億円）、c. 地域自主戦略交付金の廃止に伴う移行分（約６千億円）が含まれている。2012年度当初予算額には地域
自主戦略交付金の公共事業関係費相当額（約７千億円）を加え、2013年度当初予算額から上記 a 及び b を除いて実質的な増減をみると、前年度比0.4％

（183億円）増となる
　　 6.  公共事業関係費から地域自主戦略交付金等に移行された分は、グラフ上の金額には含まれていない。この移行分を加算すると、2011年度の前年度当初比

は5.1％（約３千億円）減、2012年度の前年度当初比は3.3％（約２千億円）減となる
　　 7.  2009年度当初予算では、臨交金相当額の組み替えにより見かけ上は5.0％（約３千億円）増であるが、実質的には5.2％（約３千億円）減である

資料出所：財務省「予算書」

（注）1. 計画額は「地方財政計画」による当初予算ベース
　　 2. 地方単独事業は地域のニーズに応じた生活関連インフラの整備を中心に実施される

資料出所：総務省「地方団体の歳入歳出総額の見込額」「地方財政の状況」

　社会資本整備のための公共事業予算は、1999年度以降2011年度まで、景気対策がとられた2009年度を除き毎年減少し
続けた。しかし、2012年度に緊急経済対策として2.3兆円の補正予算が追加されたことで増加に転じ、2013年度当初予算も
３年ぶりに５兆円を超えた。2014年度からは５年にわたり約5.9兆円の当初予算額が維持され、そして、2019・20年度当
初予算額は通常分に臨時・特別の措置を加えて約6.8兆円と大幅に増加した。

地方自治体が実施する公共事業は国からの補助金の有無により、補助事業と単独事業とに分類される。地方自治体の財政状
況の悪化を背景に、単独事業（実績額）は減少が続いていたが、2014年度以降増加している。2020年度は国の計画（地
方財政計画）ベースでは前年度と同じ水準となった。
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社会資本の整備5

 国債発行額の推移

 中小企業向け官公需契約率の推移
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（注）1. 2018年度までは決算、2019年度は補正後予算、2020年度は当初予算及び補正後予算
　　 2.  2011年度は、震災復興のために2011～15年度の間に実施する施策に必要な財源について、復興特別税の収入等を活用して確保することとし、これらの

財源が入るまでの間のつなぎとして復興債を発行
　　 3.  2012年度に新設された東日本大震災復興特別会計の負担による復興債は、2020年度は約0.9兆円の発行が予定されているが、上記の国債発行額に含めていない
　　 4.  建設国債：公共事業費等投資的経費を賄うため発行される国債
　　　 赤字国債：歳入不足を補填し経常的経費を賄うため発行される国債
　　　 年金特例国債：基礎年金国庫負担２分の１を実現する財源を調達するため発行される国債

資料出所：財務省「国債発行計画」「予算書」「決算書」

（注）1.  官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律（官公需法）に基づき、政府は中小企業向け官公需 （建設を含むサービス、物品の調達）の契約
目標を毎年定めている [ 契約率 = 中小企業契約額 / 総契約額 ]

　　 　 中小企業（建設業の場合）：資本金3億円以下（1999年12月2日以前は1億円以下）、従業員300人以下
　　 2. 地方公共団体の契約実績は、都道府県、東京特別区及び人口10万人以上の市を対象としている
　　 3. 2010年度及び11年度は、東日本大震災により被災し集計困難となった地方公共団体の全部または一部の機関の数値が含まれていない

資料出所：中小企業庁「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」「官公需契約の手引」

公共事業は資産（各種社会資本）を後世代に遺すものであることから、建設国債による借入金を財源とし、国債償還を通じて恩恵を受
ける後世代にも負担を分担させることが認められている。建設国債の発行額は1990年代末以降、公共事業抑制により減少傾向にあっ
たが、2009年度及び2012年度は景気対策としての公共事業の追加を賄うために一時的に増加した。一方、社会保障関係費等の歳出
増を賄うための赤字国債は高水準の発行が続いていたが、2020年度は補正予算政府案が変更されたことに伴い、大幅の増加となった。

公共事業の執行に当たっては、従来から中小企業優先の措置がとられ、国等の契約率（目標）は2010年度から56％台で推
移してきた。2015年度の官公需法改正により国等の契約率は目標、実績ともに低下したものの、2019年度の国等の契約
率（目標）は55.1％と、依然として高い目標である。
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 改善が進む総合評価方式

 PFI 事業の現状
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適用率（％）
簡易型 高度技術提案型標準型
施工能力評価型（Ⅱ型）

標準型Ⅰ型
施工能力評価型（Ⅰ型）

標準型Ⅱ型
技術提案評価型（S型） 技術提案評価型（A型）

総合評価落札方式の適用率は、ほぼ100％に近い状況にある。2018年度はタイプ別では施工能力評価型（Ⅱ型）が70.3％
を占め、技術提案（施工計画）を求める技術提案評価型（S型）と施工能力評価型（Ⅰ型）の合計は29.6％となっている。

総合評価方式の実施件数（国土交通省）

事業数及び契約金額の推移（累計）

（注）1. 事業数は、内閣府調査により実施方針の公表を把握している PFI 法に基づいた事業の数であり、サービス提供期間中に契約解除又は廃止した事業及び実
施方針公表以降に事業を断念しサービスの提供に及んでいない事業は含んでいない

2. 契約金額は、実施方針を公表した事業のうち、当該年度に公共負担額が決定した事業の当初契約金額を内閣府調査により把握しているものの合計額であ
り、PPP/PFI 推進アクションプラン（2017年6月9日民間資金等活用事業推進会議決定）における事業規模と異なる指標である

3. グラフ中の契約金額は、億円単位未満を四捨五入した数値
4. これまで2012年度以前の数値は一部の事業（BT 方式、DBO 方式、施設整備費を一括で支払う事業）を含めていなかったが、今次集計より2013年度以

後の数値との統一を図り、修正を行った

簡易型：発注者が示す仕様に基づき、適切で確実な施工を行う能力を求める場合に適用
標準型： 発注者が示す標準的な仕様（標準案）に対し社会的要請の高い特定の課題について施工上の工夫等の技術提案を求める場合に適用
標準型Ⅰ型：複数の課題あるいは難易度の高い技術が必要な技術提案を求める場合に、技術提案の作成期間を一定以上確保する場合に適用
標準型Ⅱ型：技術提案を求めない場合または作成期間を短縮する場合に適用
高度技術提案型： 社会的要請の高い特定の課題について構造上の工夫や特殊な施工方法等を含む高度な技術提案を求める場合に適用
施工能力評価型（Ⅱ型、Ⅰ型）：企業の施工能力のみを評価する場合に適用
技術提案評価型： 企業の施工能力に加え、技術提案を求めて評価する場合に適用（S型）：施工上の特定の課題等に関して、施工上の工夫等に係る提案を求めて総

合的なコストの縮減や品質の向上等を図る場合に適用

資料出所：内閣府

政府は公共施設等が老朽化による更新時期を迎える中、公的負担の抑制に資するPPP/PFI を国と地方が一体となって推進す
るために「PPP/PFI 推進アクションプラン」を策定し、2013～22年度の10年間の事業規模目標を21兆円と設定している。
2019年度の改訂（6月21日決定）では、成果に連動して民間事業者への委託料を変動させる制度導入の検討、PPP/PFI導
入可能性調査の実施を要件化する交付金事業への一般廃棄物処理施設の追加などが盛込まれた。
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資料出所：国土技術政策総合研究所
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参 考
 2020年度建設投資見通し

投　　資　　額　（百億円） 伸　　び　　率　（%）
2018年度 2019年度 2020年度 2019年度 2020年度

北海道 290 324 323 11.7 ▲0.3
東　北 657 647 672 ▲1.5 3.9
関　東 2,331 2,359 2,271 1.2 ▲3.7
北　陸 323 326 322 0.9 ▲1.2
中　部 709 755 715 6.5 ▲5.3
近　畿 783 822 767 5.0 ▲6.7
中　国 354 370 350 4.5 ▲5.4
四　国 192 202 195 5.2 ▲3.5
九　州 597 623 599 4.4 ▲3.9
沖　縄 102 109 103 6.9 ▲5.5

（注）地域別投資額はそれぞれ四捨五入しているため、合計額は投資総額と必ずしも一致しない

資料出所：国土交通省「建設投資見通し」

（地域別）

投　　資　　額　（百億円） 伸　　び　　率　（%）
2018年度 2019年度 2020年度 2019年度 2020年度

　総　額 6,338 6,537 6,316 3.1 ▲3.4

　建　築 4,069 4,079 3,815 0.2 ▲6.5

　住　宅 1,736 1,699 1,569 ▲2.1 ▲7.7

政　府 64 65 67 1.6 3.1 （注）2

民　間 1,672 1,634 1,502 ▲2.3 ▲8.1 （注）2

　非住宅 1,551 1,575 1,476 1.5 ▲6.3

政　府 388 406 418 4.6 3.0 （注）2

民　間 1,163 1,169 1,058 0.5 ▲9.5

建築補修（改装・改修） 782 805 770 2.9 ▲4.3

政　府 130 139 143 6.9 2.9

民　間 652 666 627 2.1 ▲5.9

　土　木 2,269 2,458 2,501 8.3 1.7

政　府 1,724 1,876 1,934 8.8 3.1

民　間 545 582 567 6.8 ▲2.6

再
掲

政　府 2,306 2,486 2,562 7.8 3.1

民　間 4,032 4,051 3,754 0.5 ▲7.3

民間非住宅（含土木） 1,708 1,751 1,625 2.5 ▲7.2

（注）1. 2018・2019年度は見込み額、2020年度は見通し額
　　  2.  2020年度の伸び率は、令和２年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（2020年1月20日閣議決定）及び令和２年度内閣府年央試算（令和２年7月

30日）の公的固定資本形成及び民間住宅の指標から算定
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建設業ハンドブック 2020

 主要国の建設投資と建設業（2018年）

 世界の大手建設企業

日本 米 英 仏 独 韓国

名目GDP（兆円） 548.4 2,272.5 300.3
（’17） 306.3 435.3 189.3

建設投資額（兆円） 55.6 188.9 28.8
（’17） 37.4 44.8 28.9

　平均増加率（18年/13年）（％） 2.8 6.5 6.9
（’17） 2.0 4.3 5.8 

　同対GDP比（％） 10.1 8.3 9.6
（’17） 12.2 10.3 15.3

建設業者数（千社） 468 810 325 622 389 75
就業者数（全産業）（千人） 66,640 155,761 32,671 27,063 41,914 26,822 
建設就業者数（千人） 5,030 11,181 2,405 1,793 2,821 2,034 
全就業者に占める割合（％） 7.5 7.2 7.3 6.6 6.7 7.6 

（注） 日本の名目 GDP 及び建設投資額は年度値、建設業者数は年度末時点。ドイツの建設業者数にはレンタル業者も含む
　　  為替レート　１ドル＝110.42円、１ユーロ＝130.16円、１ウォン＝0.100円（いずれも2018年期中平均）、１ポンド＝144.96円（2017年期中平均）
　　  米、英、仏、独、韓の建設投資額：総固定資本形成のうち住宅、住宅以外の建物及び構築物の計

資料出所：内閣府、国土交通省、OECD、米国労働省等

資料出所：ENR（2019年8月19/26日号）

（金額単位：百万ドル）

（注） 日本企業の海外売上高比率は欧米企業
に比べると低い。ただし、欧州企業の
場合は、欧州域内（欧州企業にとって
リスクが小さい）での活動が多く、海
外比率の大小を論じる際には注意を
要する

②海外売上高比率（2018年）
上位30社平均 31.4%
欧州  8社 68.0%
米国  2社 49.9%
中国13社 11.2%
日本  4社 14.4%

①ランキング（各年の総売上高による）

2018年 2004年 企業名（国名） 2018年
総売上高

うち海外
売上高

1 17 CHINA STATE CONST. ENG’G CORP. LTD. （中） 170,435 12,812 
2 11 CHINA RAILWAY GROUP LTD. （中） 140,090 6,181 
3 15 CHINA RAILWAY CONST. CORP. LTD. （中） 111,656 6,695 
4 － CHINA COMMUNICATIONS CONST. GRP. LTD. （中） 83,278 22,727 
5 － POWER CONSTRUCTION CORP. OF CHINA （中） 52,982 13,775 
6 1 VINCI （仏） 52,139 22,207 
7 4 ACS （西） 44,188 38,041 
8 27 CHINA METALLURGICAL GROUP CORP. （中） 37,238 2,858 
9 40 SHANGHAI CONSTRUCTION GROUP （中） 34,247 674 
10 2 BOUYGUES （仏） 32,023 15,582 
11 3 HOCHTIEF AKTIENGESELLSCHAFT （独） 29,121 27,797 
12 － CHINA　ENERGY ENG’G CORP. LTD. （中） 26,868 5,020 
13 20 STRABAG SE （オーストリア） 18,689 15,779 
14 － LARSEN & TOUBRO LTD. （インド） 17,630 4,875 
15 10 大林組 （日） 17,529 4,213 
16 6 SKANSKA AB （スウェーデン） 17,124 13,583 
17 5 BECHTEL （米） 16,837 7,260 
18 － EIFFAGE（仏） 16,040 4,812 
19 8 鹿島建設 （日） 15,986 3,734 
20 33 HYUNDAI ENG'G & CONST. CO. LTD. （韓） 15,731 6,638 
21 24 FLUOR CORP. （米） 15,593 8,844 
22 － JIANGSU NANTONG SANJIAN CONSTR.GROUP CO.（中） 15,447 477 
23 18 FERROVIAL （西） 15,288 11,892 
24 － CHAANXI  CONST. ENG’G　CO. LTD. （中） 15,203 0 
25 7 大成建設 （日） 13,756 350 
26 9 清水建設 （日） 13,503 1,033 
27 － CHINA NATIONAL CHEMICAL ENG'G GROUP CORP. LTD. （中） 13,377 4,279 
28 73 ZHEJIANG CONSTR. INVESTMENT GRP. CO. LTD. （中） 12,958 961 
29 29 CIMIC GROUP LTD. （豪） 12,130 3,254 
30 － BEIJING URBAN CONSTRUCTION GROUP CO. （中） 12,110 358
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